
　

※単年度繰返事業については、全体欄を*****とする。

　

※単年度繰返事業については、評価終了した年度及び評価年度を記載し、その合計を全体計画欄に記載する。
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 項ｺｰﾄﾞ 施策ｺｰﾄﾞ 304

地域における子育ての支援

ふれあい、支えあい、助けあい、みんなで育てよう未来の宝
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 関連計画
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（達成率分析） 対象となる全世帯に対して通園費の助成を行っている。
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（達成率分析）

　目的：何をしたいのか 　成果指標：目的の達成度を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

②

***** *****

*****
・対象となる全世帯に対して通園費の助

成を行っている。

（評価年度実績）

　事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

 政策ｺｰﾄﾞ 3  款ｺｰﾄﾞ 3 政策名称 誰もが安心できる保健・医療・福祉の充実

　活動指標：事務事業の活動量を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

2

新上五島町民間保育所運営費補助金交付要綱

7,000

平成23年度

補助対象世帯数÷

申請世帯数

①

1,458

・保育所の休廃園により、近くに保育所がない地区（実施要綱の対象地区）から指

定保育所（幼稚園）に通園する場合に交通費の助成を行う。

（達成率積算根拠） （目標達成年度）

*****

38世帯 100％

*****
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計画
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計画

全体計画
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課ｺｰﾄﾞ 112

17 年度

担当者

年度平成

事業評価表【途中評価】
課　名

事業期間

こども課

課長名 荒木　宣貴

－

村中　佳夫24

～平成

財務会計の位置付け

単年度繰返事業
保育所通園費補助事業

作成年度

コード

記入日

304010102

H24.6.8

3040101

次世代育成支援地域行動計画

総合計画の位置付け

計画（PLAN） 

実施（DO） 



※理由の欄は必ず記載すること。
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・時代情勢、社会環境の変化及び住民の

ニーズなどを考慮しても、事業を継続す

る必要がありますか。

妥

当

生

304010102

町 の  対 応

3次評価

住民等の意見

 

3次2次

このまま事業を継続

1次

 

事業費を見直して事業を継続

 

 

  事業の休止●  事業内容を見直して事業を継続

 

・より少ない費用や業務量で必要な活動

結果が得られる手法に代えられません

か。

今後の事業

の方向性

1次 2次 3次

  

  

●

 

ｺｰﾄﾞ

2

次

評

価

   事業の廃止

類似事業と整理統合

　施設の統廃合による保護者の不利益解消には有効であるが、補助期間の検討については早めに方針を示すこと。

・事業の成果をさらに向上させる余地は

ありますか。

前回の途中評価における「改善策」と

「その反映状況」

今後、課題に向けた改善策

1

次

評

価

補助期間の設定については、現在も統廃合が進んでいるため、検討中である。

補助期間の設定について検討を行う。

理

由

効

率

性

・現在の事業は、費用や業務量に見合っ

た活動結果が得られてますか。

代えられる

有

効

性

・現在の事業の進め方は、期待されるよ

うな成果をもたらしていますか。

理

由

1

次

評

価

ある

ない

いる

いない

ある

ない

いる

いない

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

代えられな

い

保育所統廃合の条件であるため必要である。

必要な世帯だけに行っている。

通園に必要な最小限の補助しか行っていない。

必要な世帯だけに行っている。

通園に必要な最小限の補助しか行っていない。

理

由

理

由

理

由

評価（CHECK） 

改善（ACTION） 


